
「社外役員（社外取締役及び社外監査役）の独立性に関する基準」 

 

 

当社は，次の要件を満たす社外役員及びその候補者を，当社からの独立性を 

有しているものと判断する。 

 

１．当社又は当社の子会社の業務執行者（業務執行取締役又は執行役員その他

の使用人）ではなく，就任の前 10年間にもあったことがないこと。 

 

２．当社の主要株主（議決権所有割合 10％以上の株主）の重要な業務執行者（業

務執行取締役，会計参与，執行役，執行役員又は支配人その他の重要な使

用人）でないこと。 

 

３．当社の主要な取引先（直近事業年度における取引の対価となる当社の取引

先からの受取額が，当社の連結総売上高の２％を超える取引先）の重要な

業務執行者でないこと。 

 

４．当社を主要な取引先とする者（直近事業年度における取引の対価となる当

社の取引先への支払額が，その取引先の連結総売上高の２％を超える取引

先）の重要な業務執行者でないこと。 

 

５．当社の資金調達において，代替性がない程度に依存している金融機関の重

要な業務執行者でないこと。 

 

６．当社から役員報酬以外に多額の報酬（直近事業年度における 1,000 万円を

超える報酬）を受領している弁護士，公認会計士，各種コンサルタントの

専門的サービスを提供する者でないこと。 

 

７．当社又は当社の子会社の重要な業務執行者の親族関係（配偶者又は二親等

以内の親族）でないこと。 

 

以上 


